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平成 22 年 11 月 11 日 
各 位 
 
 

会社名      愛知時計電機株式会社 
代表者名     取締役社長 鈴木 登 
（コード番号 7723 東証･名証 第一部） 
問い合わせ先 常務取締役管理統括本部長 

小野田 晋也 
(TEL 052-661-5151) 

 

当社の不適切な会計処理に関する調査結果等のご報告 
 
当社は、平成 22 年８月 27 日に「不適切な会計処理の判明について」にて開示をいたしました

札幌支店の計装分野で発生した不適切な会計処理（以下、本件取引）について、当社が設置した
社内調査委員会及び社外調査委員会から、昨日下記の通り調査報告書を受領いたしました。 

当社は両調査委員会の調査結果を真摯に受け止め、社内規定に従い関係者の処分を行うほか、
調査報告書において報告・指摘された事項に対する今後の対応方針につきまして、下記の通りご
報告いたします。 

なお、当社が過去に提出しました有価証券報告書、半期報告書及び四半期報告書の訂正報告書、
今期及び過年度の決算短信の訂正、並びに今期業績修正につきましても、本日開示しております
のでお知らせいたします。 

本件につきまして、株主の皆さまをはじめ、お取引先の皆さま、その他関係者の皆さまに多大
なるご迷惑とご心配をお掛けいたしましたことにつきまして、改めて深くお詫び申し上げます。 

記 

１． 調査報告書の概要（社内・社外調査報告書から抜粋、詳細は別紙の通り） 
(１) 本調査の経緯  

平成 22 年５月の監査法人による監査にて、当社札幌支店副支店長（札幌支店の計装分
野責任者、現在休職中、以下Ａ）が指摘を受けた長期滞留債権の回収計画について、本
社経理本部がフォローを行なっていたところ、８月５日にＡより、架空売上・循環取引
を行なっていたため回収できない旨の自白がありました。 

当社内において直ちに調査を開始し、その結果、平成 10 年度頃から本年度にわたって、
Ａによる不適切な会計処理が行なわれていた可能性が判明しました。これを受け、当社
は、８月 17 日、当社取締役社長 鈴木 登 を委員長とする社内調査委員会（委員 11 名）
を発足させ、同日以降、関係者からの事情聴取、帳簿・証憑の検証作業等の調査（以下
本調査）を開始させました。 

その後の調査でＡの自白の通り不適切な会計処理の事実が存在すること、未回収の売
掛金等が 14 億円相当あり最悪その全額が回収不能となる恐れが判明したことから、同月
27 日、当社札幌支店計装分野において不適切な会計処理が行なわれていた旨、及び社内
調査委員会の設置の事実を開示しました。 

一方、当社と利害関係のない第三者による専門的及び客観的な立場からの調査・分析
と改善のための施策立案を目的として、弁護士・公認会計士・大学教授の委員３名によ
って構成される社外調査委員会を同年９月 15 日に設置し、翌日公表しました。社外調査
委員会はその調査を行なうための補助者として、弁護士２名、新日本有限責任監査法人
から 18 名を使用しています。 

なお、社内調査委員会の調査実施にあたり、社外調査委員会の履行補助者である新日
本有限責任監査法人より、発覚した不正会計処理の状況、保管されている書類・記録の
状況などを鑑みて考えられる本調査の対象・手法・進め方、並びに、本調査事実に基づ
く決算修正のための計数の把握・分析・活用方法、についてのアドバイスを受けました。 
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(２) 本調査により判明した事実 

①  Ａは昭和 53 年に当社へ入社しました。昭和 57 年から札幌支店に勤務、以後現在に

至るまで札幌支店に在籍しました。当初から計装分野に携わり、支店内では実質唯

一の計装営業担当者としてその職責を担いました。 

②  平成９年に計装分野(システム支援グループ)の東部地区リーダーに就任しました。
本州内の他支店・営業所への営業支援、さらには新人システム・エンジニア（以下
ＳＥ）等の教育・育成という業務負担も加わり、本来の道内の顧客密着型営業が手
薄になっていきました。その結果、平成 10 年１月の売上について、初めて架空売上
（循環取引）17 百万円を計上しました。動機は売上実績維持のためであり、社内か
らの期待に応えたいという思いが強かったものと思われます。 

③  平成 10 年以降も計装分野の売上が伸び悩む中、何とか売上や利益率の目標を達成
したいという思いと、売上確保のため無理をして取った採算の悪い赤字物件を黒字
の工事に見せかけようとして、架空売上（循環取引を含む）を常態化させました。
架空売上の回収を装うために、更なる架空売上を積み上げる必要がありました。 

④  平成 17 年以降は、売掛金回収の長期化について毎年のように監査法人から監査を
受けるようになり、その隠匿を目的に架空仕入を積み上げることで資金を捻出し、
売掛金の回収を進めることもありました。平成 19 年には本工事在庫の増加を本部よ
り指摘されて、新たな架空売上の計上が難しくなり、加えて平成 21 年の物件で大き
な赤字が発生し、その資金繰りに行き詰まりました。 

⑤  本年５月の監査法人による監査において指摘を受けた、長期滞留債権の回収計画を
提出させられましたが、予定期日になっても入金できず、その後の経理本部による
回収計画のフォローが行なわれ、逃げ切れないと判断し、８月５日の自白に及びま
した。 

(３) 不正取引の手法 

① 循環取引の組成 

 Ａは取引先に対して一見商流取引（商品の販売者と購入者との間に業者を介在さ

せる取引）を斡旋すると見せかけ、それを複数組み合わせることで取引先に警戒さ

れない循環取引を完成させていました。また、循環取引だけでは何れ破綻すること

から、実際には複数の循環取引や実取引などを巧みに組み合わせていました。 

② 実工事費用の付替え、実工事売上の未計上 
 実際の工事案件で赤字工事が発生した場合、売上金額を水増ししたり、別の架空
売上を計上し実工事の原価を付替えたりして、損失の隠蔽を行ないました。この実
損失に、循環取引での損失が加わり、売掛金の滞留額はさらに増加して行きました。 
 社内監査等により売掛金の増加を指摘されると、実在する工事について売上を計
上せず、その入金を過去の架空売上の入金として処理する場合もありました。 

③ 社内と取引先への説明内容の使い分け 
 Ａは架空売上・架空仕入を計上しているので、商流に加わった取引先に対しては
社内システムから出力された請求書は使用できません。従って、社内的には、「工事
全体が完了するまで請求できない」とし、一方商流取引先に対しては別途作成した
手書請求書を使用して、商流取引先から支払を受けた資金で過去の滞留売掛金の回
収に充てていました。 

④ 証憑等の偽装 
 平成 17 年度以降の監査法人による監査において、また、平成 20 年度からは内部
統制評価制度の業務プロセス評価において、滞留売掛金についての証憑を求められ
たとき、Ａは自ら偽装し、あるいは商流取引先を「次に斡旋する取引を計上してあ
る」「監査で必要だから」等と巧みに納得させて押印させ、証憑書類を監査法人・内
部監査部門等に提出しました。 

(４) 不適切な会計処理の金額と過年度決算の修正について 

① 不正取引による損益への影響額 
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· 架空売上、架空仕入及び原価付替えによる影響額 

 売上に関しては、循環を伴う架空売上が 59 億６千３百万円、架空仕入を伴わ

ない単純な架空売上が５億５千７百万円、また、架空売上の回収に充てること

を目的に行なわれた実売上の未計上、過少計上が７億４千２百万円ありました。

この結果、架空売上の総額は 57 億７千９百万円となりました。 

 次に、循環取引による架空仕入が 47 億９千５百万円あり、このうち、平成

22 年６月末の帳簿上、棚卸資産に残っていた８千万円を控除した 47 億１千４

百万円が架空の売上原価でした。 

 また、実物件の赤字を隠蔽するために、架空の物件に付け替えられた原価の

うち、平成 22 年７月末現在、棚卸資産に計上された状態のものが８千万円あり、

売上原価に計上しました。 

 以上、売上総利益への負の影響額は 11 億４千５百万円となりました。 

· 不正取引による損失 
 循環取引の架空仕入による消費税込みの支払が 50 億３千５百万円、架空売上
の売掛金の回収による入金が 47 億９千万円あり、この差額の２億４千５百万円
が取引先の手数料となりました。その他、架空売上・架空仕入に付随する消費
税の損失が５千２百万円発生しています。その結果、手数料と消費税損失を合
わせた２億９千７百万円が、不正取引による損失です。 

· その他、税効果調整により、法人税等調整額への正の影響額が１千６百万円ありま
した。 
 
①、②及び③の結果、平成９年度から平成 22 年度第１四半期に至る、通算の不正
取引による損益への負の影響額の総額は 14 億２千５百万円でした。 
以上の内容をまとめたものが次の表です。 
 

項   目 
平成 9～22 年度

第 1 四半期 

①売上総利益への影響額 

 a 架空売上によるもの -5,779

 b 架空仕入によるもの 4,795

 c 架空在庫によるもの -80

 d 付け替え原価によるもの -80

計 -1,145

②不正取引による損失 

 a 循環取引による支払 -5,035

 b 循環取引による入金 4,790

 c 架空売上・架空仕入に付随する消費税の損失額 -52

計 -297

③法人税等調整額 16

合計 -1,425

 

② 過年度決算訂正について 

 調査の結果、平成９年度以降について事実の確定と訂正額の確認ができ、平成 17

年度以降について決算の訂正を行なうべきと判断しました。決算訂正を行なうにあ

たり、訂正に足る根拠と訂正数字の確認をして、各決算期において訂正を行ないま

した。なお、平成 16 年度以前の影響額は、７億８千７百万円であり、平成 17 年度

期首の過年度損益修正損に反映しました。 
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③ 会計上の影響額及び過年度決算訂正による主要財務諸表項目ヘの影響額 

 不正取引による、平成 17 年度以降の過年度決算訂正による主要財務諸表項目ヘの

影響額は次の表の通りです。 

過年度決算訂正による主要財務諸表項目への影響額  （単位 百万円） 

項   目 
平成 17

年度 

平成 18

年度 

平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22 

年度第１

四半期 

合 計

売上高 -527 -195 -531 -548 -440 0 -2,243

営業利益 -135 118 -77 -77 -30 -41 -244

経常利益 -135 118 -77 -77 -30 -41 -244

当期利益 -1,024 111 -176 -190 -120 -24 -1,425

負債 5 166 80 73 92 176      －

純資産 -1,024 -913 -1,090 -1,280 -1,400 -1,425      －

総資産 -1,019 -746 -1,009 -1,207 -1,308 -1,248      －

売掛金 -997 -588 -560 -968 -1,429 -1,182      －

 

(５) 本件処理が発生した原因及び長年にわたって発覚しなかった理由 

① 計装分野の業務管理体制の不備 

· 部門責任者に対する統制が効かなかった。 

 Ａは札幌管轄の計装分野の責任者であったため、本人の担当する取引には、

第三者のチェックが効かない状況でした。このような場合、支店長など上位者

の承認を受ける仕組みにすべきでした。 

· 売上と仕入の両業務を担当させていた。 
 当社において営業担当者が売上と仕入の両業務を担当することは認められて
いました。しかし、本事件のような不正取引のリスクが高まることになること
から、両業務を兼務させる場合、実効性のある上位者による牽制を受ける仕組
みを設けるべきでした。 

· 公共 SS 営業本部のモニタリングが不十分であった。 
 公共 SS 営業本部は平成 19 年７月から各支店管轄に対して規定額以上の物件
について「予実管理表」の提出を求め利益管理の指導を行なってきましたが、
札幌支店については徹底されていませんでした。 

② 本社管理体制の不備 
· 人事異動を長期間行なっていなかった。 

 Ａが極めて優秀な営業マンとされ、毎期高い実績を上げていたことも手伝い、
昭和 57 年から現在に至る 28 年間にわたり札幌支店から異動することがなく、
結果的に当人に対する牽制が効かない状態になっていました。 

· 社内規程・通達・業務ルールの浸透が十分でなかった。 
 営業事務ルール（含む債権管理）、会計ルール等、業務ルールの周知について、
文書化・規程通達の発信、部門責任者等への説明にとどまり、実務担当者まで
浸透していないケースがありました。 

· 内部監査等が十分に機能していなかった。 
a.社内の他部署との連携が不十分であった。 

 本件は承認者自身による不正であり、証憑書類も偽装されていたため、
通常の監査手続による発見は困難でしたが、計装分野の業務実態を理解し
ている者と連携していれば、早い段階で発見できた可能性がありました。 

b.指摘事項に対するフォローが不足していた。 
 平成 17 年頃から、本件に関連する問題点が監査役または内部監査部門か
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ら度々指摘されていましたが、指摘事項に対する改善報告の徴求やその後
のフォローアップが不足していました。 

·  経理本部によるチェック機能も低下していた。 
 平成 19 年に債権監視チームを部内で立ち上げ、長期滞留債権について確認を
行ってきました。また、各販売部門には、６ヶ月超債権について理由を記載さ
せ経理本部に提出させていましたが、経理本部単独では取引内容に立ち入って
の実質的な審査能力に限界がありました。 

· 内部統制について 
 Ｊ－Ｓｏｘへの対応はしていたものの、不正を発見する内部統制のモニタリ
ング機能が不十分でした。また、役職員には、不正行為は行われないものだと
の意識が今までは強く、リスク管理が徹底されていませんでした。 

· コンプライアンス意識の不徹底 
 今般外部調査委員会がコンプライアンス意識に関するアンケート調査を行っ
た結果、当社内において企業行動憲章を正しく理解していない者や、正しい会
計処理への意識が低い者が見受けられたことなどから、社内においてコンプラ
イアンス意識が浸透できていなかったことも遠因になったものと思われます。  

(６) 再発防止策の提案  

① 計装分野の業務管理体制に関する改善策 

· 部門責任者に対する牽制機能の強化 

 支店・営業所管轄の部門責任者による受注票・検収書等の伝票起票を原則と

して禁止します。やむを得ず実施する場合は、支店長など上位者の承認を必須

とするなど、相互牽制機能を強化する必要があります。 

· 内部牽制の有効な業務フローへの見直し（売上と仕入の分割） 
 計装分野について、今後支店・営業所内に担当ＳＥが在籍する場合は当該Ｓ
Ｅが、また、不在の場合は他の担当者が仕入を担当し、内容を精査確認します。
やむを得ず兼務する場合は、上位者の承認を必須とします。 

· 公共ＳＳ営業本部によるモニタリング機能充実 
 支店・営業所内の内部牽制を補完するため、本部による一定額以上物件の予
実管理表の承認、一定額以下物件の抜き取りによる予実管理表の内容確認、抜
き取りによる注文書及び注文請書の提出要請並びに内容確認を行ないます。 

② 本社管理体制の改善策 
· リスク管理意識及びコンプライアンス意識の向上 

 社内において不適切会計処理に対するリスク意識が不十分であったと思われ
ます。そこで、リスク管理委員会の活動を活発にすることが必要です。同時に
コンプライアンス意識の浸透と向上を図るため、コンプライアンスを管轄する
ＣＳＲ委員会の活動を活発にし、コンプライアンス意識を高めるため、コンプ
ライアンスマニュアルの作成、社員に対するコンプライアンス研修の定期的な
実施などの施策を講じます。 

· 定期的ローテーションの実施 
 販売・購買に携わる社員に関して、同一部署、同一業務、同一取引先の担当
として在職年限が５年を超える者についてリストアップを行ない、在職年限が
長期化しないよう、定期的なローテーションに反映して人事異動を行ないます。 

· 社内ルールの整備・再教育 
 営業統括本部、経理本部、総務人事本部は、営業事務ルール（含む債権管理）・
会計ルールの整備、職階研修等社内研修への制度的な取り込み、通達文書等の
掲示・保管ルール見直し、及び周知状況の定期的トレースを行ない、業務ルー
ルの浸透・定着を図ります。 

· 内部監査機能の強化・拡充 
 現在の内部監査室には、計装分野の取引内容を理解できる者がいないため、
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計装業務の経験者を兼務させることにより、内部監査機能の充実を図る。監査
法人による監査の立会者が作成する報告書についても、原則として内部監査規
程に準じて経営者に報告する他、被監査部門からの改善報告書の提出及びフォ
ロー監査を徹底します。 

· 内部通報制度 
 当社内においても監査役室が窓口となっている内部通報制度は存在するが、
その周知は徹底されていない。内部通報制度の周知に努めると共に、外部の相
談窓口を作るなどの改善をしていきます。  

· 債権監視チームの機能拡大 
 経理本部内の債権監視チームに内部監査室員が加わり、売掛金について経理
ルーチン業務と監査の両面から問題点を明らかにし、支店・営業所の売掛金管
理組織及び営業統括本部と連携して改善状況の監視を行ないます。 

· 子会社の管理体制の強化 
 企業グループ管理規程に子会社等の管理業務について定めているが、非連結
子会社に対して運用されていないなど、企業グループ管理体制が不十分でした。
そこで、企業グループ管理規程及びグループ管理体制を充実させ、子会社によ
る不正についても注意をしてまいります。   

２． 関係者の処分（平成 22 年 11 月 11 日付） 

(１)  本件の不適切な会計処理について、平成 22 年 11 月４日に開催した懲戒委員会におい

て、実行者である元札幌支店副支店長を懲戒解雇としたほか、関係職員３名に対しても

労働基準法及び社内規則にのっとり厳正な処分を行いました。 

(２)  この度の不適切な会計処理の発生と、その結果過年度決算修正やむなきに至った事態
を重く受け止め、平成 22 年 11 月 11 日に開催した取締役会において、下記の通り役員の
処分を行うことといたしました。 

取締役会長 池田  一 月額報酬 30％を３カ月減額 
取締役社長 鈴木  登 月額報酬 30％を３カ月減額 
常務取締役 小野田 晋也 月額報酬 20％を３カ月減額 
取締役常務執行役員 大橋  光雅 月額報酬 10％を３カ月減額 
取締役常務執行役員 杉野  和記 月額報酬 10％を３カ月減額 
常務執行役員 田中  保  執行役員へ降格、月額報酬 20％を３カ月減額  

なお、常勤監査役から、報酬の自主返上の申し出があり、平成 22 年 11 月９日に開催
した監査役会で了承されました。 

常勤監査役    多羅尾 洋 月額報酬 10％を３カ月返上 
常勤監査役(前内部監査室長) 佐藤 二三夫 月額報酬 15％を３カ月返上 
 

３． 今後の対応方針 
当社は、今回の不祥事について深く反省するとともに、社内調査委員会・社外調査委

員会から報告・指摘されました本件取引の発生原因及び改善策を真摯に受け止め、本日、
全社横断的な再発防止策の策定及び施策の遂行管理を目的に、当社取締役社長 鈴木 登 
を委員長とする業務改善委員会を発足させることといたしました。 

当社は今後この業務改善委員会を中心として、再発防止と信頼回復に向けた実効性の
ある施策を速やかに実施して参る所存でございますので、株主の皆さまをはじめ、お取
引先の皆さま、その他関係者の皆さまには、引き続きご指導ご鞭撻方、何とぞよろしく
お願い申し上げます。 

以上 
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１. 本調査の経緯 

平成 22 年５月の監査法人による監査において、札幌支店副支店長・Ａ（札幌支店の計装責

任者、８月 27 日付で札幌支店長付(休職中)、以下Ａ）から、同人が指摘を受けた長期滞留債

権の回収計画が提出されたが、予定期日になっても入金されなかった。 

 

 そのため、本社経理本部がＡに対し回収計画のフォローを行なっていたところ、８月５日

に札幌支店の計装分野における債権について、Ａより、架空売上・循環取引を行なっていた

ため回収できない旨の自白があり、当社内において直ちに調査を開始した。 

 その結果、平成 10 年度頃から本年度にわたって、Ａによる不適切な会計処理が行なわれて

いた可能性が判明した。 

 

これを受けて、当社は、８月 17 日、 

①不適切な会計処理に係る事実関係の確認、 

②不適切な会計処理に係る金額の把握、 

③責任の所在の解明、 

④不適切な会計処理が長年にわたり発覚しなかった理由の特定、 

⑤再発防止策の提案、 

等を目的として、当社取締役社長 鈴木 登 を委員長とする社内調査委員会を発足させた。 

 

社内調査委員会のメンバーは、以下の通り。 

＜社内調査委員会の構成> 

  委員長 鈴木  登 （取締役社長） 

  委 員 小野田晋也  （常務取締役 管理統括本部長） 

  委 員 大橋 光雅  （取締役常務執行役員 営業統括本部長） 

  委 員 杉野 和記  （取締役常務執行役員 管理統括本部副統括本部長） 

  委 員 田中  保  （常務執行役員 営業統括本部公共ＳＳ営業本部長） 

  委 員 村瀬 信泰  （営業統括本部公共ＳＳ営業本部副本部長） 

  委 員 田原 和典 （内部監査室長） 

  委 員 朝日  健 （内部監査室） 

  委 員 四折 保夫  （管理統括本部経理本部長） 

  委 員 丸山  覚  （管理統括本部経理本部副本部長） 

  委 員 平野 達雄 （管理統括本部総務人事本部課長） 

 

社内調査委員会は同日以降、関係者からの事情聴取、帳簿・証憑の検証作業等の調査（以

下本調査）を開始した。当初、取引の詳細等は未だ明らかではなかったものの、その後の調

査でＡの自白の通り不適切な会計処理の事実が存在すること、未回収の売掛金等が 14 億円相
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当あり最悪その全額が回収不能となる恐れが判明したことから、同月 27 日、当社札幌支店計

装分野において不適切な会計処理が行なわれていた旨、及び社内調査委員会の設置の事実を

開示した。 

 

 なお、当社と利害関係のない第三者による専門的及び客観的な立場からの調査・分析と改

善のための施策立案を目的として、下記の委員によって構成される社外調査委員会を同年９

月 15 日に設置し、翌日公表した。各委員と当社グループとの間で、その独立性に影響を及ぼ

すような関係や取引は過去において一切ない。 

 

社外調査委員会のメンバーは、以下の通り。 

 ＜社外調査委員会の構成＞（敬称略、順不同） 

  委 員 入谷 正章 （弁護士） 

  委 員 中村 雅文 （公認会計士 愛知淑徳大学大学院教授） 

  委 員 今泉 邦子 （南山大学法科大学院教授） 

 

社外調査委員会はその調査を行なうための補助者として、弁護士２名、新日本有限責任監

査法人から 18 名を使用した。これら補助者は何れも当社グループとの間で、その独立性に影

響を及ぼすような関係や取引は過去において一切ない。 
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２. 調査体制、調査対象、及び調査手法等の概要 

 社内調査委員会は８月 17 日に設置された後、直ちに本調査を開始し、以後、本報告書作成

日である 11 月 10 日までの間、以下の通り調査を行なった。 

 

(1) 調査体制 

 社内調査委員会の委員長及び委員が調査を行なったが、調査補助者として、当社の経

理本部、総務人事本部、経営企画室、公共ＳＳ営業本部、札幌支店から必要に応じてス

タッフを加え、調査を行なった。 

 

   なお、社内調査委員会の委員が本調査を行なうにあたって、後述する計装分野の特殊

性・専門性、及び調査要員確保の観点から、関係本部である経理本部及び公共ＳＳ営業

本部に所属する委員も含めて調査にあたったが、関係者ヒアリングは社歴の短い中途入

社の委員が実施、あるいは重ねて外部調査委員会から実施する等、できる限り調査の中

立・公正を念頭に置いて対応を行なった。 

 

 また、本調査は、社外調査委員会の履行補助者である新日本有限責任監査法人より、

発覚した不正会計処理の状況、保管されている書類・記録の状況などを鑑みて考えられ

る本調査の対象・手法・進め方、並びに、本調査事実に基づく決算修正のための計数の

把握・分析・活用方法、についてのアドバイスを受けて実施した。現在当社の監査法人

による監査を担当する監査法人は有限責任あずさ監査法人であり、過去において新日本

有限責任監査法人との取引は一切ない。 

 

(2) 調査対象 

 本調査を開始するにあたり、全支店・営業所において売掛金残高及び個別工事仕掛品

について実在性の再確認を行なった。その結果、本件以外には対象とする事象は発見さ

れなかった。また、計装分野は、当社主力の水道関連機器分野・ガス関連機器分野等と

は異なり、仕入・販売手法、取引先が異なる独立した運営がなされていること、さらに

調査の過程においても、同支店以外の支店・営業所の関与の可能性を示す事実は発見さ

れなかったので、以降の調査対象を札幌支店に限定した。 

 

(3) 調査対象期間  

 調査の対象となる期間は、売上・仕入データが取得可能な平成７年度以降、平成 22 年

７月までとした。経年及びＡの意図的な廃棄により、詳細な会計記録の抽出・閲覧が困

難な場合、当該記録・資料の信頼性とＡの供述、取引先から提供を受けた伝票等を確認

することによってこれを補完した。この結果、平成８年度までは不適切な会計処理の事

実は確認されず、最終的に平成９年度から平成 22 年度第 1四半期までの期間における不
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適切な会計処理の事実の確認と当該会計処理の訂正を行なった。 

 

 これに伴い、決算の訂正を行なうことになった事業年度及び会計期間は、以下の通り

である。 

 －第 83 期事業年度        （平成 17 年４月１日から平成 18 年３月 31 日） 

 －第 84 期事業年度        （平成 18 年４月１日から平成 19 年３月 31 日） 

 －第 85 期事業年度・中間会計期間 （平成 19 年４月１日から平成 20 年３月 31 日） 

 －第 86 期事業年度・四半期会計期間（平成 20 年４月１日から平成 21 年３月 31 日） 

 －第 87 期事業年度・四半期会計期間（平成 21 年４月１日から平成 22 年３月 31 日） 

 －第 88 期第１四半期会計期間   （平成 22 年４月１日から平成 22 年６月 30 日） 

 

(4) 調査項目及び調査手法 

① 売掛金・仕掛品の実在性の確認 

 本件では、実際には仕入を全く行なっていないにもかかわらず、当社が仕入・販売

を行なったように仮装していた事実が発覚したことから、まず、全支店・営業所等に

おける売掛金及び個別工事仕掛品残高について実在性の確認を行なった。 

 

 売掛金については、本年３月末及び６月末の取引先別残高表により、全製品の売掛

金について８月末現在の入金状況、今後の入金予定等の確認を行なった。また、個別

工事仕掛品についても、３月末の全製品の工事番号別の残高リストをもとに、注文書

あるいは契約書により全件の確認を行なった。その結果、本件以外には、実在性を疑

われるものはなかった。 

 

 次に、当社札幌支店管轄の計装に関し、本件に関係する取引先 12 社に対する本年

7 月末現在での売掛金の残高確認を行なうとともに、個別工事仕掛品の全件について、

注文書あるいは契約書等により、実在性の確認を行なった。この調査手続きによって

帳簿上の損害額を確定した。  

 

② 過去取引における架空の売上・仕入金額の特定 

 Ａが自ら行なった不適切な会計処理に関する記録あるいは証拠資料等を残してい

ないため、札幌支店管轄の計装システムと計装機器について、平成７年度分から、次

の方法により、実在性のない架空の売上、仕入金額の特定を図った。 

 

a．データ抽出による台帳化作業 

 過去(平成７年度から平成 22 年度第１四半期まで)の札幌支店管轄の計装システ

ム・計装機器全データ（2,588 件、売上高 164 億 53 百万円）から、実体のない架空売
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上・架空仕入を特定するため、本社仕入等により架空仕入の余地がないもの以外を抽

出し、工事番号ごとに台帳化（工事台帳）した。（1,397 件、売上高 161 億９百万円） 

 

b.不正処理案件の絞込み 

 上記工事台帳に記録されている売上及び仕入の明細について、長年にわたって計装

分野での製品開発とシステム化推進業務に従事してきた経験から、計装工事に関して

深い知識を有する公共 SS 営業本部副本部長が中心となって架空売上及び架空仕入の

疑いがあるものを選別した。 

 

 これをもとに、Ａの記憶と照合し、架空売上及び架空仕入を特定した。また、取引

先から提供を受けた帳簿及び証憑書類等をもとに確認も行ない、最終的に札幌支店管

轄の計装案件の約１割に当たる 253 件、売上高 57 億 79 百万円を実態のない架空売上

等不正処理案件と絞り込んだ。 

 

c.期末売掛金残高の修正 

 架空売上に伴い各期末の売掛金残高が過大計上となっているため、過年度決算訂正

においては期末残高の修正が必要となる。Ａによる不適切な会計処理は後述のように

複雑な形態となっているため、特定された架空売上から売掛金の期末残高をあるべき

残高に修正することは困難である。 

 このため、決算訂正の対象となる過去５年間に遡り、不正取引と関係した取引先か

らの実際の入金額と支払条件をもとに各期末の売掛金残高を推定する方法を取った。

この対象は不正取引に関連する取引先８社の売掛金とした。 

 

③ ヒアリング（資料提供の要請を含む） 

 ・札幌支店関係者５名 

 ・営業統括本部３名 

 ・内部監査室２名 

 ・管理統括本部３名 

 ・監査役２名 

 ・架空売上・架空仕入・循環取引の主な対象先となっていた取引先８社 

 ・外注業者６社 

に対しヒアリングを行なった。 

 

 社内調査委員会メンバーに対するヒアリングは、中立・公正を確保するため、近時

(平成 20 年・21 年)外部から当社に中途入社した他の社内調査委員会メンバーにより

行なわれたほか、社外調査委員会も調査を行なった。また、会長、社長に対するヒア
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リングは社外調査委員会の調査に委ねることとした。 

 

④ 電子メール及び電子ファイル類の調査 

 社内関係者の使用していたパソコンに保存されている社内関係者の電子メール及

び電子ファイル類の調査を、社外調査委員会の履行補助者である新日本有限責任監査

法人 FIDS（不正対策・係争サポート）部の調査に委ねた。その結果、本調査事実と異

なる重要事実は発見できなかった旨の報告があった。 

 

⑤ その他 

 循環取引を行なった結果として、帳簿外の潜在債権・債務が発生している可能性が

あるため、未了の循環取引の有無を調査した。その結果、対象となるものは発見され

なかった。 
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３. 本調査報告書における用語について 

本報告書において、用語を以下の通り定義している。 

 

(1) 商流取引 

 商品の生産者（販売者）とその購入者との間に業者（商社等）を介在させる取引。業

者は複数社介在する場合がある。業者を介在させることにより、生産者（販売者）にと

って、購入者に信用力がない場合に業者リスクで取引を行なえるメリットがある。一方、

業者はそのリスクを取りつつも、販売・仕入に特段の努力をすることなく、取引を仲介

することにより、マージンを得ることができ、また売上高の実績を積み上げることも可

能になる。 

 

 商流取引は本来経済合理性もあり、それ自体違法な行為ではないが、取引が片務的で

あり、売上高・マージン計上のためにこうした取引を業者に依頼することにより、今度

は逆に自社が売上高・マージンを渡さねばならない事態に追い込まれる。こうした理由

で、平成 15 年度からは別管理とし、削減・廃止するよう計装営業本部が指導していた。 

 

(2) 循環取引 

 循環取引とは、あたかも商流取引であるかのように装って、実際には実体のない架空

仕入・架空販売を行なうものである。取引に業者（商社）を介在させることは商流取引

と同じであるが、販売者と最終購入者が同一の会社であるため、業者を介在させマージ

ンを支払うと、売上高は必ずその部分だけ仕入額を下回ることになる。これを補うため

再び別の名目に入れ替えられて、再び商流取引であるかのように偽って、架空仕入・架

空販売が行なわれることになる。このように取引が関係者を循環することから循環取引

と呼ばれる。 

 

 循環取引は、実際に商品がなくても取引が可能であることや、容易に売上と仕入の実

績を計上できることから、これを行う誘因となりやすい。一方でこの循環取引を継続す

ればするほど管理コスト（＝マージン）分が損失となり、その補填のためにさらなる循

環取引へと拡大し、そして永久に続けることはできないので、いつかは破綻する。 

 

 なお、販売者（最終購入者）以外の介在会社にとっては、商流取引の外観を呈してお

り、循環取引であるとの認識がない場合がある。 

 

(3) 計装分野 

 計装分野とは、官需市場向け各種流量計並びに計測・監視・制御システム等の販売を

行なう分野。当社の中では、水道関連機器分野・ガス関連機器分野に次ぐ売上規模であ
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る。平成 21 年度売上高は 46 億２千４百万円、当社売上高全体に占める割合は 12.7％。

販売先は最終的には浄水場やダム等を管理する地方公共団体になるが、当社の販売先は

こうした事業を請け負うサブコンや商社が多い。当社売上シェア（国内）は公共事業の

一部分ということもあり、当該市場の把握は困難であるが、推定１％程度と小さい。 

 

 水道関連機器分野・ガス関連機器分野は当社が生産するメーター販売を中心とする営

業であるのに対し、計装分野は自社メーター類の売上の割合が比較的低いことが特徴で

あり、他社品とセットにした管理システム全体を販売すること（*1 計装システム）が

多いが、当社の計測機器を主にした機器販売を行なう場合（*2 計装機器）もある。ま

た、案件ごとに仕入れる製品が違うことから、ほぼ定型的な取引が主である他分野とは

異なり、計装分野の取引内容は専門的かつ地域的特性も強く、他分野の担当からは特殊

で非常にわかりにくいことが、本件を長期的に発覚させなかった遠因となった可能性が

ある。 

 

 *1 計装システム 

     当社においては、浄水場・ダム等の計測・監視・制御を行なうシステムが主 

    体。通信機器、現場機器を組み合わせてシステムを構築する。他社購入機器、 

    ソフト開発、電気配線・据付工事など、請負金額の相当部分を支店が調達し、 

    それに伴い多数の業者が関係するため、これを利用した架空売上・架空仕入 

    の可能性がある 

 

 *2 計装機器 

     当社が製造・販売している流量計等計測機器・受信計器を主に、他社計測器・ 

    受信計器も含め機器販売を行なう。自社の機器販売が主体であるが、支店が調 

    達する他社製品や役務について、架空売上・架空仕入の可能性がある。 

 

(4) 公共ＳＳ営業本部 

 当社の営業本部の１つで、計装分野を担当する本部部門。平成 21 年４月に設置された

が、本調査期間に該当する前身組織は次の通り。 

 

  平成 ９年４月～平成 14 年３月   計測器営業本部 

  平成 14 年４月～平成 20 年３月   計装営業本部 

平成 20 年４月～平成 21 年３月    営業本部公共ＳＳ営業部 

  平成 21 年４月～現在に至る     営業統括本部公共ＳＳ営業本部 

 

 主な業務は、計装分野に係わる戦略及び販売計画の策定、新製品・新市場開発、エン
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ジニアリング機能などである。それらの計画を推進しつつ支店・営業所の営業実態把握

とシステムエンジニア(ＳＥ)の派遣を通じた営業支援により売上・利益目標の達成を目

指す部門。 

 

(5) システム支援グループ（以下「ＳＳＧ」という。） 

 平成９年４月、当時の計測器統括本部の下に設置され、平成 10 年５月まで存続した営

業支援組織。（平成 10 年６月から平成 14 年３月までの間は計測器供給本部下のシステム

事業部が担当。） 

 

計装分野の業務内容は専門的であり、各支店・営業所ごとに業務スキルの優劣が著し

かった（即ち、営業実績の差が顕著にあった）ことから、全社的なレベル向上のため、

計装分野に係る営業地域を東部地区（北海道～中部）と西部地区（関西～九州）に分け、

それぞれの地区リーダーを担当地域の支店・営業所の営業支援に当たらせたもの。Ａは

この時の東部地区リーダーであった。 
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４. 本調査により判明した事実 

(1) 当社における計装分野の位置づけ 

①  計装分野は、水道関連機器分野・ガス関連機器分野に次ぐ事業分野であるが、水道

メーター・ガスメーターが社会インフラとして安定的な需要がありマーケットにおい

て当社の地位が常にトップグループにあるのに対し、計装分野は売上高に占める自社

製品であるセンサー類の割合は少なく、有力な同業他社も多いこと、サブコンや商社

の下請けでの参入がほとんどであること等、常に厳しい営業環境を強いられてきた。 

 

②  また、業務内容は上述した通り、自社メーター類の売上割合が比較的低く、他社品

とセットにした管理システム全体を販売することが多いことから、ＳＥと連携した活

動を行なう必要があった。このように計装分野では極めて専門的なノウハウを要する

ことから、社内的にも人材は少なく、他の業務分野との交流も難しかった。従って売

上実績も支店・営業所に配置された計装分野の営業担当者のスキルに左右される傾向

があり、こうした要因から計装分野の業績自体は伸び悩みが続いた。 

 

③  転機になったのは、平成に入って大阪支店や札幌支店の業績が伸び始めたことから。 

公共事業投資拡大を背景に優秀な計装営業マンのスキルを活かした業務拡大ができ

ないか検討された結果、平成９年度にＳＳＧが設置された。その後、平成 14 年度に

更なる進展を目指し製造・販売・開発一体の計装営業本部が組織された。公共事業が

縮減する中でも札幌支店では農業用水等、新分野の開拓により、安定的に好成績を収

めてきているものと評価されていた。 

 

(2) 不正取引が行なわれた経緯 

①  Ａは昭和 53 年北海道内の工業高校を卒業後当社へ入社した。当初は釧路営業所勤

務であったが、昭和 57 年に札幌支店に着任し、以後現在に至るまで札幌支店に勤務

した。 

 

②  技術系ということから当初から計装分野に携わり、徐々に実力を発揮し始め、支

店内では実質唯一の計装営業担当者としてその職責を担った。平成８年には販売課

係長になり札幌支店管轄の計装分野の売上高を初めて 10 億円台に乗せ、社内でも高

い評価を受けることとなった。この売上は、純粋に北海道地区での営業活動により

実績を積み上げたことによるものと判断される。 

 

③  平成９年にＳＳＧ立ち上げとともに東部地区リーダーに就任した。本州内の他支

店・営業所への営業支援、さらには新人ＳＥ等の教育・育成という業務負担も加わ

り、本来の道内の顧客密着型営業が手薄になっていった。 
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 その結果、平成 10 年１月の売上について、初めて架空売上（循環取引）17 百万

円を計上した。動機は売上実績維持のためであり、社内からの期待に応えたいとい

う思いが強かったものと思われる。 

 

④  平成 10 年以降も計装分野の売上が伸び悩む中、何とか売上や利益率の目標を達成

したいという思いと、売上確保のため無理をして取った採算の悪い赤字物件を黒字

の工事に見せかけようとして、架空売上（循環取引を含む）を常態化させた。架空

売上による損失（回収の目減り）は実在物件の利益で補填するつもりであった。実

際そうした物件もあったが、売上目標の他に、赤字物件が発生した場合に、利益率

管理面からも、その補填も必要となり、次第に架空売上が拡大していった。 

 

⑤  架空売上の回収を装うために、更なる架空売上を積み上げる必要があり、売掛金

は膨らんでいった。一方、平成 17 年以降は、売掛金回収の長期化について毎年のよ

うに監査法人から監査を受けるようになり、その隠匿を目的に架空仕入を積み上げ

ることで資金を捻出し、売掛金の回収を進めることもあった。（そのため、今次決算

修正において、年度により架空仕入が架空売上を上回っていた年には、架空仕入と

架空売上双方を取り消した結果、修正利益がプラスになった年度もある。） 

 

 平成 19 年には本工事在庫の増加を本部より指摘されて、新たな架空売上の計上が

難しくなり、加えて平成 21 年の物件で大きな赤字が発生し、その資金繰りに行き詰

まった。本年５月の監査法人による監査において指摘を受けた、長期滞留債権の回

収計画を提出させられたが、予定期日になっても入金できず、その後の経理本部に

よる回収計画のフォローが行なわれ、逃げ切れないと判断し、８月５日の自白に及

んだ。 

 

(3) 不正取引の手法 

 本件においては、単純に架空売上のみを計上するケースもあったが、それだけでは永

続できる取引とはならない。Ａは取引先に対して一見商流取引を斡旋すると見せかけ、

それを複数組み合わせることで取引先に警戒されない循環取引を完成させていた。 

 

 また、循環取引だけでは何れは破綻することから、実際には実取引を巧みに組み合わ

せ、あるいは実取引の売上を計上せずその回収代金を未回収の売掛金に充当する等、本

件を発覚させにくく永続できる取引に仕立て上げた。 

  

① 循環取引の組成 
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                代金 11 百万円 

 

                       

     回収代金    売上     仕入      支払代金 

        10 百万円  15 百万円 12 百万円    12 百万円  

                

 

＜図１、循環取引の例示＞ 

 Ａは仕入先Ｘ社に対し、例えばＹ社から計装機器を仕入れ当社へ納入するという

商流取引を斡旋する。一方で、販売先Ｙ社に対しては、当社が販売した計装機器を

Ｘ社に転売するという商流取引を斡旋する。 

 

 Ｘ社・Ｙ社は循環取引との認識はないが、結果として当社の仕入代金を起点とし

て、商流マージンを支払いながら当社の販売代金を回収するという循環取引が完成

する。 

 

② 架空売上、架空仕入の計上 

 ①の循環取引は、あくまでペーパー上の架空取引である。この実体のない取引に

対して、架空仕入の買掛金及び架空売上の売掛金が計上される。架空仕入とはいえ、

費用を計上するためには、一定の利益額を確保したかのように架空売上を計上する

必要がある。 

 

 図１の例で、12 百万円の架空仕入に対しては、例えば 15 百万円の架空売上を計

上することになり、循環取引で回収できる 10 百万円との差額、即ち支払った商流マ

ージン分２百万円と当社の架空利益分３百万円の合計５百万円が、名目上回収が遅

れている売掛金として滞留することになる。 

 

③ 実工事費用の付替え、実工事売上の未計上 

 実際の工事案件で費用の見積もりが甘く実損失の発生が見込まれる赤字工事の場

合、売上金額を水増ししたり、別の架空売上を計上し実工事の原価を付替えたりし

て、損失の隠蔽を行なった。この実損失が、②の商流マージン及び架空利益に加わ

り、売掛金の滞留額をさらに増加させることとなった。 

 

 社内監査等により売掛金の増加を指摘されるようになると、実在する工事につい

仕入先 X 社 

当 社 

転売 

販売先Ｙ社 
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て売上を計上せず、その入金を過去の架空売上の入金として処理する場合もあった。 

 

④ 社内と取引先への説明内容の使い分け 

 当社の社内システムでは、工事物件ごとに発番する「工事番号」により売上と仕

入を管理しているが、Ａは架空売上・架空仕入を計上しているので、商流に加わっ

た取引先に対しては社内システムから出力された請求書は使用できない。 

 

 従って、社内的には、「工事全体が完了するまで請求できない」として、社内シス

テムから自動作成された請求書を使用せず、商流取引先に対しては別途作成した手

書請求書を使用し、商流取引先から支払を受けた資金で過去の滞留売掛金の回収に

充てていた。Ａは、社内データと商流取引先に説明する内容を巧妙に使い分けるこ

とにより、不正取引の維持・継続を図った。 

 

⑤ 証憑等の偽装 

 平成 17 年度以降の監査法人による監査において、また、平成 20 年度からは内部

統制評価制度の業務プロセス評価において、滞留売掛金についての証憑を求められ

たとき、Ａは自ら偽装した証憑書類を監査法人・内部監査部門等に提出した。 

 

 例えば、売掛金残高確認書に関しては、商流取引先に「次に斡旋する取引を計上

してある」などの説明を行ない、差異なしとして押印・返送させていた。また、注

文書・工事完了確認書等、内部統制の管理帳票については、自ら作成し、商流取引

先に「監査で必要だから」と押印させていた。 

 

 さらに、売掛金の長期滞留を指摘されると、商流取引先名の「検収・支払予定表」

を自ら作成し、「この計画どおりに商流取引で資金を回す」ことを説明し、商流取引

先に押印させていた。 

 

(4) 札幌支店の状況 

①  札幌支店に対しては、本件発覚以降、本件に係る各種伝票類・電子データ・関係

文書類につき調査を行なったほか、歴代の支店長、他の副支店長、Ａ配下の課長及

び担当者に対してヒアリングを行なった。 

 

②  本調査によれば、上述の通り、計装分野は専門性が高く、出身分野の異なる支店

長では業務内容の正確な理解が困難であること、また、Ａが業績面・人格面ともに

優秀と見られていたこともあり、支店管理者である支店長は、計装分野の管理をＡ

に任せていた。 
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 債権管理についても、半期ごとに（平成 20 年度からは毎月）回覧される「得意先

別売掛金年齢表」をもとに滞留理由や入金予定を支店長が確認していたが、本人の

回答を信用していた。監査法人による監査等で大きな指摘がなかったと受け止め、

長期滞留が存在していても不審に思うことはなかった。 

 

 なお、歴代支店長がＡに対して、売上についてプレッシャーをかけた等の事実は

認められなかった。むしろ、何も言わなくとも目標に近い売上を達成していたので、

安心して任せていた。 

 

③  Ａは担当者時代から副支店長に至るまで、経験・能力等により強い権限を持って

計装営業を取り仕切っていた。近時、部下にも大口取引先を担当させることもあっ

たが、全権を渡している訳ではなかった。 

 

 Ａの部下は、しばしば自分の担当取引先に自らが関知していない売上や仕入が計

上されることから疑問に思うこともあったが、従来からＡが直接当該取引先と交渉

し、多額の売上を獲得してくることが度々あったため、都度Ａから「その物件に関

係する商流の部分」と説明されれば、特に不審に思うことはなかった。 

 

 また、Ａの部下は、売掛金の長期滞留について、近年金額が増え過ぎていると感

じていたが、これについてもＡから「大丈夫」と言われれば、「今まできちんと入金

されていたので、今回も取引先との間では既に約束ができているのだ。」と思い、特

段こうした状況を支店長や本部に報告することはなかった。 

 

④  その他、赤字工事の原価の他の工事への付け替え、予実管理表の本部への未提出

など、社内ルールから逸脱した行為があったが、何れもＡからの指示、若しくはＡ

がその後の対応を引き受けていたため、Ａの部下は特段問題はないものと考えてい

た。 

 

(5)  取引先の状況 

①  ８月中旬から 10 月中旬にかけて、架空売上・架空仕入の主要な取引先である８社

から、下記の通りヒアリングと資料提供要請を行なった。取引先に対しては、本件

に際し、極力当社の販売・検収データを説明した上で、各社が保存している取引デ

ータ（当社への販売・検収データ）の提供等、本調査への協力を要請した。 
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 取引先   ヒアリング日程      先 方     

  Ｂ社  ８月 18 日、９月７日  取締役を含む３名 

  Ｃ社  ８月 18 日、９月７日  社長を含む２名 

  Ｄ社  ９月 7日、９月 17 日  担当者２名 

  Ｅ社  ８月 17 日、９月３日  取締役を含む２名 

  Ｆ社  ８月 17 日       社長 

  Ｇ社  ８月 18 日       社長 

  Ｈ社  10 月 13 日       取締役を含む２名 

  Ｉ社  ９月 10 日（資料提供） 支店長 

 

②  ヒアリングの結果、各社とも当社が示した架空売上・架空仕入と見られる取引に

ついては、皆一様にＡが紹介した「通常の商流取引」という認識であった。通常当

社が直接販売できない先に対し取引先が間に入る取引、あるいは売上高実績を上げ

るためお互いの貸し借りの中で行なった取引であるとの認識であった。 

 

③  また、残高確認書や注文書等に実際とは異なる金額で押印した取引先も複数社あ

ったが、これはＡから「当社の入金処理が終わっていないだけ」「迷惑を掛けないか

ら」などと強く依頼されたため。これまでも間違いなく入金してもらっていたので、

本人を信用し、取引感触を勘案して押印したもの、との説明があった。  

 

(6)  外注業者の状況 

 札幌支店が利用している電気工事・設計・システムソフト作成等の外注先６社に対し

てもヒアリングをした結果、一部の外注先からＡに金銭が渡っていた事実が判明した。

Ａはこれを認め営業経費に支払ったと供述しているが、Ａがこれを個人的に着服した事

実については確認できなかった。 
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５. 不適切な会計処理の金額と過年度決算の訂正について 

(1) 不正取引による損益への影響額 

① 架空売上、架空仕入及び原価付替えによる影響額 

 売上に関しては、循環を伴う架空売上が 59 億６千３百万円、架空仕入を伴わない

単純な架空売上が５億５千７百万円、また、架空売上の回収に充てることを目的に

行なわれた実売上の未計上、過少計上が７億４千２百万円あった。この結果、架空

売上の総額は 57 億７千９百万円となった。 

 

 次に、循環取引による架空仕入が 47 億９千５百万円あり、このうち、平成 22 年

６月末の帳簿上、棚卸資産に残っていた８千万円を控除した 47 億１千４百万円が架

空の売上原価であった。 

 

 また、実物件の赤字を隠蔽するために、架空の物件に付け替えられた原価のうち、

平成 22 年７月末現在、棚卸資産に計上された状態のものが８千万円あり、売上原価

に計上した。 

 以上、売上総利益への負の影響額は 11 億４千５百万円となった。 

 

② 不正取引による損失 

 循環取引の架空仕入による消費税込みの支払が 50 億３千５百万円、架空売上の売

掛金の回収による入金が 47 億９千万円あり、この差額の２億４千５百万円が取引先

の手数料となった。その他、架空売上・架空仕入に付随する消費税の損失が５千２

百万円発生している。その結果、手数料と消費税損失を合わせた２億９千７百万円

が、不正取引による損失である。 

 

③ その他 

 税効果調整により、法人税等調整額への正の影響額が１千６百万円あった。 

 

①、②及び③の結果、平成９年度から平成 22 年度第１四半期に至る、通算の不正取引

による損益への負の影響額の総額は 14 億２千５百万円であった。 

以上の内容をまとめたものが次の表である。 
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不正取引による損益への負の影響額  （単位 百万円） 

項   目 
平成 9～22 年度

第 1 四半期 

①売上総利益への影響額 

 a 架空売上によるもの -5,779

 b 架空仕入によるもの 4,795

 c 架空在庫によるもの -80

 d 付け替え原価によるもの -80

計 -1,145

②不正取引による損失 

 a 循環取引による支払 -5,035

 b 循環取引による入金 4,790

 c 架空売上・架空仕入に付随する消費税の損失額 -52

計 -297

③法人税等調整額 16

合計 -1,425

 

(2) 過年度決算訂正について 

 調査の結果、平成９年度以降について事実の確定と訂正額の確認ができ、平成 17 年度

以降について決算の訂正を行なうべきと判断した。決算訂正を行なうにあたり、訂正に

足る根拠と訂正数字の確認をして、各決算期において訂正を行なった。 

 なお、平成 16 年度以前の影響額は、７億８千７百万円であり、平成 17 年度期首の過

年度損益修正損に反映した。 

 

(3) 会計上の影響額及び過年度決算訂正による主要財務諸表項目ヘの影響額 

 不正取引による、平成 17 年度以降の年度別の会計上の影響額及び過年度決算訂正によ

る主要財務諸表項目ヘの影響額は次の表の通りである。 

 

会計上の影響額  （単位 百万円） 

項   目 
平成 17

年度 

平成 18

年度 

平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22 

年度第１

四半期 

合 計

①売上高の修正額 -527 -195 -531 -548 -440 0 -2,243

②売上原価の修正額 391 314 454 470 409 -41 1,999

③特別損失、不正取引による損失額 -100 -20 -86 -112 -89        － -410

④特別損失 過年度損益修正損 -787      －      －      －      －        － -787

⑤法人税等調整額       － 12 -12      －      － 16 16

合計 -1,024 111 -176 -190 -120 -24 -1,425
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過年度決算訂正による主要財務諸表項目への影響額  （単位 百万円） 

項   目 
平成 17

年度 

平成 18

年度 

平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22 

年度第１

四半期 

合 計

売上高 -527 -195 -531 -548 -440 0 -2,243

営業利益 -135 118 -77 -77 -30 -41 -244

経常利益 -135 118 -77 -77 -30 -41 -244

当期利益 -1,024 111 -176 -190 -120 -24 -1,425

負債 5 166 80 73 92 176      －

純資産 -1,024 -913 -1,090 -1,280 -1,400 -1,425      －

総資産 -1,019 -746 -1,009 -1,207 -1,308 -1,248      －

売掛金 -997 -588 -560 -968 -1,429 -1,182      －

 

 

（参考）上記過年度決算訂正を行う前と、訂正後の主要財務諸表項目は各々次の通りである。  

【決算訂正前】  （単位 百万円） 

項   目 
平成 17

年度 

平成 18

年度 

平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22 

年度第１

四半期 

売上高 33,923 33,877 35,511 38,363 36,599 7,739

営業利益 1,625 698 562 910 1,514 -2

経常利益 1,760 1,012 716 978 1,550 38

当期利益 1,058 629 336 614 996 -7

負債 21,078 20,687 21,199 21,141 19,285 18,758

純資産 ※17,930 17,865 16,116 15,458 16,458 15,936

総資産 39,176 38,553 37,316 36,599 35,744 34,694

受取手形及び売掛金 11,099 12,349 11,261 11,319 11,572 10,058

                   ※注：平成 17 年度の純資産の金額には、資本の部の金額を記載しております。 

【決算訂正後】  （単位 百万円） 

項   目 
平成 17

年度 

平成 18

年度 

平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22 

年度第１

四半期 

売上高 33,395 33,681 34,979 37,815 36,158 7,739

営業利益 1,489 816 485 832 1,483 -44

経常利益 1,624 1,131 639 901 1,520 -2

当期利益 33 741 159 423 876 -32

負債 21,084 20,854 21,280 21,214 19,378 18,935

純資産 ※16,906 16,952 15,026 14,177 15,057 14,510

総資産 38,157 37,807 36,306 35,392 34,436 33,445

受取手形及び売掛金 10,101 11,760 10,701 10,351 10,142 8,876

※注：平成 17 年度の純資産の金額には、資本の部の金額を記載しております。 
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６. 本件処理が発生した理由及び長年にわたって発覚しなかった理由 

(1) 計装分野の業務管理体制の不備 

① 部門責任者に対する統制が効かなかった。 

 Ａは札幌管轄の計装分野の責任者であったため、本人の担当する取引については、

第三者のチェックが効かない状況であった。業務の効率性を考えれば、プレイング

マネージャーの存在について全てが否定されるものではないが、このような場合に

は支店長など上位者の承認を受ける仕組みにすべきであった。 

 

② 売上と仕入の両業務を担当させていた。 

 当社において営業担当者が売上と仕入の両業務を担当することは認められていた。

これは業務に精通する営業担当者が取引先のニーズに的確かつ迅速に対応するため

であり、一面でその有用性は認められる。反面、本事件のような不正取引のリスク

が高まることになることから、両業務を兼務させる場合、実効性のある上位者によ

る牽制を受ける仕組みを設けるべきであった。 

 

③ 公共 SS 営業本部のモニタリングが不十分であった。 

 公共 SS 営業本部は平成 19 年７月から各支店管轄に対して規定額以上の物件につ

いて「予実管理表」の提出を求め利益管理の指導を行なってきたが、札幌支店につ

いては提出が遅れると共に、その提出率も 10％程度であった。再三提出を指示した

が提出されず、年度を越えるとなし崩し的に未提出で終わった。 

 

 「予実管理表」には、売上額・仕入額・取引先名、及び品名が伝票単位で記載さ

れていることから、計装分野の業務内容を理解している本部がチェックしていれば、

異常な取引を発見できた可能性があった。 

 

(2) 本社管理体制の不備 

① 人事異動を長期間行なっていなかった。 

 Ａが極めて優秀な営業マンとされ、毎期高い実績を上げていたことも手伝って、

昭和 57 年から現在に至る 28 年間にわたり札幌支店から異動することがなかった。

この間、支店内での配置転換も行なわれなかったため、計装分野の絶対的な存在と

なり、また、部下である課長や担当者も長年Ａの教育を受け、Ａが行なうことが正

しいものと信じて業務を行なう等、当人に対する牽制が効かない状態になってしま

った。 

 

② 社内規程・通達・業務ルールの浸透が十分でなかった。 

 営業事務ルール（含む債権管理）、会計ルール等、業務ルールの周知について、文
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書化・規程通達の発信、部門責任者等への説明にとどまっており、担当者まで浸透

していなかった。 

 

③ 内部監査等が十分に機能していなかった。 

a. 社内の他部署との連携が不十分であった。 

 上述の通り、本件は承認者自身による不正であり、証憑書類も偽装されてい

たため、通常の監査手続による発見は困難であったが、計装分野の業務実態を

理解している者と連携していれば、もっと早い段階で発見できた可能性があっ

た。 

 

b. 指摘事項に対するフォローが不足していた。 

 平成 17 年頃から、本件に関連する問題点が監査役または内部監査部門から

度々指摘されていたが、指摘事項に対する改善報告の徴求やその後のフォロー

アップが不足していた。 

 

④ 経理本部によるチェック機能も低下していた。 

 平成 19 年に債権監視チームを部内で立ち上げ、長期滞留債権について確認を行っ

てきた。また、各販売部門には、決算期（９月・３月）に『売掛金年齢表』の６ヶ

月超債権について理由を記載させ経理本部に提出させていたが、経理本部単独では

取引内容に立ち入っての実質的な審査能力に限界があり、不正取引に気づくことが

できなかった。 

 

７. 本件処理への組織的な関与の有無について 

 本調査によれば、上述の通り、当社の組織的管理・運営面の脆弱さがこうした処理を可能

にさせた側面は否めないものの、事件自体はＡ一人による犯行と認められ、その他当社役職

員による関与は認められなかった。 

 

８. 本件処理の関連当事者以外の第三者に係る被害・損害の有無等について 

 本調査によれば、本件処理に関連して、当社関係者が第三者に対し損害または損失を被ら

せた事実は確認できなかった。一方、取引先が本件処理の全部または一部をＡと共謀し当社

に損害を与えたといった事実も認められなかった。 
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９. 再発防止策の提案 

 社内調査委員会は、上記４．に記載された本調査により判明した事実、並びに上記６．に

記載された本件処理が発生した理由及び長年にわたって発覚しなかった理由から、今後類似

の不適切な会計処理が二度と発生しないよう、以下の再発防止策を提案する。 

 

(1) 計装分野の業務管理体制に関する改善策  

① 部門責任者に対する牽制機能の強化 

 支店・営業所管轄の部門責任者による受注票・検収書等の伝票起票を原則として

禁止する。やむを得ず実施する場合は、支店長など上位者の承認を必須とし、相互

牽制機能を強化する。 

 

② 内部牽制の有効な業務フローへの見直し（売上と仕入の分割） 

 計装分野について、今後支店・営業所内に担当ＳＥが在籍する場合は当該ＳＥが、

また、不在の場合は他の担当者が仕入を担当し、内容を精査確認する。やむを得ず

兼務する場合は、上位者の承認を必須とする。 

 

③  公共ＳＳ営業本部によるモニタリング機能充実 

 上記②を補完するため、以下の体制をとる。 

ａ．本部による一定額以上物件の予実管理表の承認。 

ｂ．一定額以下物件の抜き取りによる予実管理表の内容確認。 

ｃ．抜き取りによる注文書及び注文請書の提出要請並びに内容確認。 

 

(2) 本社管理体制の改善策 

① 定期的ローテーションの実施 

 販売・購買に携わる社員に関して、同一部署、同一業務、同一取引先の担当とし

て在職年限が５年を超える者についてリストアップを行ない、在職年限が長期化し

ないよう、定期的なローテーションに反映して人事異動を行なう。 

 

②  営業事務・会計事務等業務ルールの再教育 

 営業統括本部、経理本部、総務人事本部は、営業事務ルール（含む債権管理）・会

計ルールの整備、職階研修等社内研修への制度的な取り込み、通達文書等の掲示・

保管ルール見直し、及び周知状況の定期的トレースを行ない、業務ルールの浸透・

定着を図る。 

 例えば、証憑偽装に使われた手書請求書について、作成がやむを得ぬ場合には、

必ず複数名で確認の上、その控えをシステム請求書と一緒に保管する等、事務ルー

ルを整備する一方、正確な事務処理を担当者に至るまで徹底する。 
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③ 内部監査機能の強化・拡充 

a.内部監査室の強化 

 現在の内部監査室には、計装分野の取引内容を理解できる者がいないため、計装

業務の経験者を兼務させることにより、内部監査機能の充実を図る。 

 

b.リスク情報の伝達 

 監査法人による監査の立会者が作成する報告書についても、原則として内部監査

規程に準じて経営者に報告する。 

 

c.フォロー監査の徹底 

 内部監査規程の規定どおり、被監査部門からの改善報告書の提出及びフォロー監

査を徹底する。 

 

④ 債権監視チームの機能拡大 

 経理本部内の債権監視チームに内部監査室員が加わり、売掛金について経理ルー

チン業務と監査の両面から問題点を明らかにし、支店・営業所の売掛金管理組織及

び営業統括本部と連携して改善状況の監視を行なう。  
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１０.  社内関係者の処分について  

 社内調査委員会は、上記４．に記載された本調査により判明した事実、並びに上記６．に

記載された本件処理が発生した理由及び長年にわたって発覚しなかった理由等、本調査によ

り認定された事実を基礎として、本件に関与したＡ本人について下記の通り処分を行うとと

もに、関係職員に対しても、社内規則にのっとり厳正な処分を行うことを提案する。 

 

 社内調査委員会は、上記に加え、このたびの不適切な会計処理の発生と、その結果過年度

決算修正やむなきに至った事態の重要性に鑑み、下記の通り役員の処分を行なうことを提案

する。 

 

氏  名 現  職 処 分 内 容 

池田 一 取締役会長 月額報酬 30％を 3カ月減額 

鈴木 登 取締役社長 月額報酬 30％を 3カ月減額 

小野田 晋也 常務取締役 月額報酬 20％を 3カ月減額 

大橋 光雅 取締役常務執行役員 月額報酬 10％を 3カ月減額 

杉野 和記 取締役常務執行役員 月額報酬 10％を 3カ月減額 

田中 保 常務執行役員 執行役員へ降格、月額報酬 20％を 3カ月減額 

 

以 上 

氏  名 現  職 処 分 内 容 

Ａ 元札幌支店副支店長 

(実行者本人・休職中）

懲戒解雇 



愛知時計電機株式会社 御中 
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平成２２年１１月１０日             

社外調査委員会               

 

委員長   入  谷  正  章  

 

 

委 員   中  村  雅  文  

 

 

委 員   今  泉  邦  子 
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第１ 経緯と委員会設置 

１ 平成２２年５月の監査法人による監査において、長期滞留債権の存在の指摘を受けた

札幌支店副支店長・Ａ（札幌支店の計装責任者、休職中）から、その回収計画が提出さ

れたが、入金予定日になっても入金がなかった。経理本部がＡに対し回収計画のフォロ

ーを行っていたところ、平成２２年８月５日、Ａより、札幌支店の計装分野における債

権について、架空売上・循環取引を行っていたため回収できない旨の供述があったこと

から、貴社内において直ちに調査を開始した。 

 その結果、平成１０年度頃から本年度にわたって、Ａによる不適切な会計処理が行わ

れていた可能性が判明した。 

 その事実の原因究明・再発防止等のために、貴社は同年８月１７日に 

①不適切な会計処理に係る事実関係の確認、 

②不適切な会計処理に係る金額の把握、 

③責任の所在の解明、 

④不適切な会計処理が長年にわたり発覚しなかった理由の特定、 

⑤再発防止策の提案、 

等を目的とした社内調査委員会を設置し、関係者からの事情聴取、証憑等の検証作業等

の調査（以下「社内調査」という。）を開始した。Ａの供述通り不適切な会計処理の事

実が存在すること、未回収の債権が１４億円相当ありその全額が回収不能となるおそれ

が判明したことから、同月２７日、貴社札幌支店計装分野において不適切な会計処理が

行われていた旨、及び社内調査委員会の設置の事実を開示した。 

  

２ 上記開示は、社内調査委員会による緊急調査を踏まえてなされたものである。その上

で、貴社は、全社的にも不適切な会計処理がないか、さらに提案された再発防止策の有

効性の検討をするとともに、本件不適切な会計処理についての事実究明（損失額の確定

を含む。）及び再発防止のための内部統制の点検等の観点から、客観的かつ中立な立場か

ら社内調査委員会による調査結果を検証するとともに、再発防止等についての助言・指

導を得るために社外調査委員会（以下「当委員会」という。）を設置したものである。 

 

３ 上記経緯を踏まえ、当委員会調査は、社内調査と併行して進められたことから、随時

社内調査委員会による調査・検討に対して助言・指導、検証を行うとともに、当委員会

独自の立場からの調査を行った。本日、当委員会による調査が終了し、当委員会の調査

報告書をまとめたので提出する。 

なお、本調査報告書における用語については、社内調査報告書における用語の定義に

従っている。 
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第２ 調査の目的・方法及び期間等 

 １ 調査の体制（委員の構成） 

平成２２年９月１５日貴社の委嘱により、弁護士、公認会計士及び大学教授からなる

当委員会が構成された。委員は以下のとおりである。 

 

委員長 入谷正章（入谷法律事務所 弁護士） 

委 員 中村雅文（公認会計士、愛知淑徳大学大学院 教授） 

委 員 今泉邦子（南山大学法科大学院 教授） 

 

なお、各委員が選任した補助者は以下のとおりである。 

弁護士            ２名 

新日本有限責任監査法人から １８名 

 

 ２ 調査の目的・対象等 

社外調査の目的は、社内調査委員会の調査手続及び調査結果について検証し、再発防

止策を専門的立場から提言することが目的であり、当委員会の検証対象は、以下の通り

である。 

① 不適切会計処理の実態調査の透明性、妥当性についての助言・指導 

② 実態調査結果の客観性、正確性についての助言・指導 

③ 不適切会計処理の原因究明についての調査・検証 

④ 再発防止策の策定についての助言・指導 

なお、当委員会は日本弁護士連合会による２０１０年７月１５日付「企業等不祥事に

おける第三者委員会ガイドライン」を踏まえて調査活動を行った。 

  

 ３ 調査期間及び調査の方法 

  当委員会は平成２２年９月１５日より同年１１月９日にかけて、随時、貴社より社内

調査の結果並びに関係する会社規程等の提出を受け、社内調査委員会による調査・検証

が適切であるか否かを、その調査方法を含めて検証するとともに、下記①の者らのヒア

リングを行うなど独自の調査を行い、事実の究明及び再発防止に対する意見聴取を行っ

た。また、新日本有限責任監査法人を履行補助者とした。さらに、貴社内においてコン

プライアンス意識について調査するため下記②のアンケートを行った。なお、新日本有

限責任監査法人は、社内調査について決算修正のアドバイスや電子データ調査等の支援

も行った。 

  ただし、当委員会による調査手続及び新日本有限責任監査法人による支援・報告は、

その時間的制約もあり、本件におけるすべての資料を網羅的に検討したものではない点
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に留意されたい。また、当委員会による調査は、貴社が当委員会に提供した情報及び資

料が、真実かつ正確であるとの前提に基づいて行われたものである。 

 

①ヒアリング対象者 

Ａ 

札幌支店関係者           ３名 

内部監査室             ２名 

監査役関係者            ３名 

経理・営業関係者          ７名 

取締役会長及び社長    

会計監査担当の監査法人 公認会計士 ２名 

 

②アンケート調査 

調査対象は、営業部門の全員及びその他の部署については、無作為に抽出した２割

の従業員に対しアンケートを行った。なお、回収率は９６％である。 

 

 

第３ 社内調査委員会による調査手続等の検証 

１ 調査体制 

（１）社内調査体制 

社内調査委員会の委員長及び委員が調査を行ったが、調査補助者として、貴社の経理

本部、総務人事本部、経営企画室、公共ＳＳ営業本部、札幌支店から必要に応じてスタ

ッフを加え、調査を行っている。 

 なお、社内調査委員会の委員が本調査を行うにあたって、計装分野の特殊性・専門性、

及び調査要員確保の観点から、関係部門である経理本部及び公共ＳＳ営業本部に所属す

る者も委員に含めて調査にあたっている。 

 また、調査については、社外調査委員会の履行補助者である新日本有限責任監査法人

より、発覚した不正会計処理の状況、保管されている書類・記録の状況などを鑑みて考

えられる本調査の対象・手法・進め方、並びに、本調査事実に基づく決算修正のための

計数の把握・分析・活用方法についてのアドバイスを受けながら実施している。 

 

（２）検証 

社内調査委員会のメンバーには本件不正会計処理を行ったＡを監督すべき立場にあっ

た者も含まれるが、仕事内容を理解できる者が他にいないことから、関係者ヒアリング

は社歴の短い中途入社の委員が中心となって実施する等、出来る限り調査の中立・公正
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を念頭に置いて対応し、決算修正のためなどのアドバイスを行った新日本有限責任監査

法人も貴社との取引がない監査法人であることから、メンバー構成や調査体制も問題が

ないと判断した。 

 

２ 調査対象 

（１）貴社内調査 

 社内調査委員会において調査開始時に、全支店・営業所において売掛金残高及び個別

工事仕掛品残高について実在性の確認を行った。その結果、本件以外には実在性を疑わ

れる事象は見受けられなかった。また、計装分野は、貴社主力の水道関連機器分野・ガ

ス関連機器分野等とは異なり、仕入、販売手法、取引先が異なる独立した運営がなされ

ていること、さらに調査の過程においても、同支店以外の支店・営業所の関与の可能性

を示す事象は発見されなかったので、以降の調査対象を札幌支店に限定している。 

 

（２）検証 

当委員会が関係者に対してヒアリングを行い、社内調査結果を検討した結果、調査対

象は相当であると判断した。 

 

 ３ 調査期間 

（１）貴社内調査による調査期間 

社内調査委員会が、調査の対象とした期間は、売上・仕入データが取得可能な平成７

年度以降平成２２年７月までとした。保存期間経過による廃棄及びＡ本人の意図的な廃

棄により、詳細な会計記録の抽出・閲覧が困難であるため、存在する資料とＡ本人の供

述、取引先から提供を受けた伝票等を確認することによってこれを補完した。この結果、

平成８年度までは不適切な会計処理の事象は確認されず、最終的に平成９年度から平成

２２年度第1四半期までの期間における不適切な会計処理の事実の確認と当該会計処理

の訂正を行った。 

 

（２）検証 

当委員会が、関係者に対するヒアリングをした結果、社内調査は、新日本有限責任監

査法人のアドバイスを受けて実施していることなどから、調査期間は相当であると判断

した。 

 

４ 調査項目及び手法 

（１）社内で行った調査項目及び手法 

ア 売掛金・仕掛品の実在性の確認 
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本件では、実際には仕入を全く行ってもいないにもかかわらず、貴社が仕入・販売を

行ったように仮装していた事実が発覚したことから、まず、全支店・営業所等における

売掛金及び個別工事仕掛品残高について実在性の確認を行った。 

 売掛金については、本年３月末及び６月末の取引先別残高表により、全製品の売掛金

について８月末現在の入金状況、今後の入金予定等の確認を行った。また、個別工事仕

掛品についても、３月末の全製品の工事番号別の残高リストをもとに、注文書あるいは

契約書により全件の確認を行った。その結果、本件以外には、実在性を疑われるものは

なかった。 

 次に、貴社札幌支店管轄の計装に関し、本件に関係する取引先１２社に対する本年７

月末現在での売掛金の残高確認を行うとともに、個別工事仕掛品の全件について、注文

書あるいは契約書等により、実在性の確認を行った。この調査手続きによって帳簿上の

損害額を確定している。 

 

イ 過去取引における売上・仕入金額の特定 

 Ａが自ら行った不適切な会計処理に関する記録あるいは証拠資料等を残していない

ため、札幌支店管轄の計装システムと計装機器について、平成７年度分から、次の方法

により実在性のない架空の売上、仕入金額の特定を図った。 

 

①データ抽出による台帳化作業 

過去(平成７年度から平成２２年度第１四半期まで)の札幌支店管轄の計装システ

ム・計装機器全データ（２，５８８件、１６４億５３百万円）から、実体のない架空

売上・架空仕入を特定するため、本社仕入等により架空仕入の余地がないもの以外を

抽出し、工事番号ごとに台帳化（工事台帳）している（１，３９７件、１６１億９百

万円）。 

 

②不正処理案件の絞込み 

 上記工事台帳に記録されている売上及び仕入の明細について、長年にわたって計装分

野での製品開発とシステム化推進業務に従事してきた経験から、計装工事に関して深い

知識を有する公共ＳＳ営業本部副本部長が中心となって架空売上及び架空仕入の疑い

があるものを選別した。 

 これをもとに、Ａの記憶と照合し、架空売上及び架空仕入を特定した。また、取引先

から提供を受けた帳簿及び証憑等をもとに確認も行い、最終的に札幌支店管轄の計装案

件の約１割に当たる２５３件、売上高５７億７９百万円を実態のない架空売上等不正処

理案件と絞り込んでいる。 
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③期末売掛金残高の修正 

 架空売上に伴い各期末の売掛金残高が過大計上となっているため、過年度決算訂正に

おいては期末残高の修正が必要となった。Ａによる不適切な会計処理は複雑な形態とな

っているため、特定された架空売上から売掛金の期末残高をあるべき残高に修正するこ

とは困難であると判断している。 

 このため、決算訂正の対象となる過去５年間に遡り、不正取引に関係した取引先から

の実際の入金額と支払条件をもとに各期末の売掛金残高を推定する方法を取った。この

対象は不正取引に関係する取引先８社の売掛金としている。 

  

ウ ヒアリング（資料提供の要請を含む） 

   ・札幌支店関係者５名、 

   ・営業統括本部３名、 

   ・内部監査室２名、 

   ・管理統括本部３名、 

   ・監査役２名、 

   ・架空売上・架空仕入・循環取引の主な対象先となっていた取引先８社、 

   ・外注業者６社、 

  に対しヒアリングを行っている。 

なお、会長、社長に対するヒアリングは当委員会が行った。 

 

エ 電子メール及び電子ファイル類の調査 

関係者の使用していたパソコンに保存されている関係者の電子メール及び電子ファ

イル類の調査を、社外調査委員会の履行補助者である新日本有限責任監査法人 FIDS

（不正対策・係争サポート）部が調査した。 

 

オ その他 

循環取引を行った結果として、帳簿外の潜在債権・債務が発生している可能性があ

るため、未了の循環取引の有無を調査した。その結果、対象となるものは発見されな

かった。 

 

（２）検証 

社内調査委員会の調査項目及び手法は、当委員会におけるＡを含めた関係者に対す

るヒアリング、新日本有限責任監査法人の報告等をふまえ相当であると判断した。 

売掛金・仕掛品の実在性の確認及び過去取引における売上・仕掛金額の特定につい
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ては、計装営業本部副本部長が中心となり調査を担当している。同副本部長は、計装

事業の立ちあげ時期から計装業務に携わっており、貴社が行う計装の工事内容を把握

することができる。同副本部長が中心となって不正処理案件の選別を行い、それをも

とに、Ａに対して質疑をし、また取引先から提供を受けた帳簿及び証憑等をもとに確

認を行って不正処理案件を絞り込んだことは相当であると判断した。 

 

第４ 社内調査委員会による調査結果について 

１ 計装分野の位置づけ 

（１）社内調査結果 

計装分野は、水道関連機器分野・ガス関連機器分野に次ぐ事業分野であるとされてい

るが、売上高に占める自社製品であるセンサー類の割合は少なく、有力な同業他社も多

いこと、サブコンや商社の下請けでの参入が殆どであること等常に厳しい営業環境を強

いられてきた。 

 また、業務内容は専門的なノウハウを要することから、社内的にも人材は少なく、他

の業務分野との交流も難しかった。従って売上実績も支店・営業所に配置された計装分

野の営業担当者のスキルによって左右されていた。こうした要因から計装分野の業績自

体は伸び悩みが続いた。 

 平成に入って大阪支店や札幌支店の業績が伸び始めたことから、公共事業投資拡大を

背景に優秀な計装営業マンのスキルを活かした業務拡大を検討された結果、平成９年度

にシステム支援グループ（ＳＳＧ）が設置された。その後、平成１４年度に更なる進展

を目指し製造・販売・開発一体の計装営業本部が組織された。公共事業が縮減する中で

も北海道では農業用水等、新分野の開拓により、安定的に好成績を収めてきているもの

と評価されていた。 

（２）検証 

当委員会においても、関係者に対するヒアリングや過去の営業成績などの証憑等を調

査した結果、計装分野は専門性の高い特別な分野であるとの認識が社内で形成されてい

たと認められ、社内調査結果は相当であると判断した。 

 

２ 不正取引が行われた経緯 

（１）社内調査結果 

Ａは、昭和５３年に貴社に入社し、昭和５７年に札幌支店に着任し、以後現在に至る

まで札幌支店に勤務していた。 

 Ａは、技術系ということから当初から計装分野に携わっており、札幌支店内では実質

唯一の計装営業担当者としてその職責を担っていた。平成８年には販売課係長になり社

内でも高い評価を受けていた。 

 平成９年にＳＳＧ立ち上げとともに東部地区リーダーに就任した。本州内の他支店・



8 
 

営業所への営業支援、さらには新人ＳＥ等の教育・育成という業務負担も加わり、本来

の道内の顧客密着型営業が手薄になっていった。 

 その結果、平成１０年１月の売上について、初めて架空売上（循環取引）１７百万円

を計上した。動機は売上実績維持のためであり、社内からの期待に応えたいという思い

が強かったものと思われる。 

 平成１０年以降も計装分野の売上が伸び悩む中、何とか売上や利益率の目標を達成し

たいという思いと、売上確保のため無理をして取った採算の悪い赤字物件を黒字の工事

に見せかけようとして、架空売上（循環取引を含む）を常態化させていった。架空売上

による損失（回収の目減り）は実在物件の利益で補填するつもりであった。実際そうし

た物件もあったが、売上目標の他に、赤字物件が発生した場合に、利益率管理面からも、

その補填も必要となり、次第に架空売上が拡大していった。 

 架空売上の回収を装うために、さらなる架空売上を積み上げる必要があり、売掛金は

膨らんでいった。一方、平成１７年以降は、売掛金回収の長期化について毎年のように

監査法人から監査を受けるようになり、その隠匿を目的に架空仕入を積み上げることで

資金を捻出し、売掛金の回収を進めることもあった（そのため、今次決算修正において、

年度により架空仕入が架空売上を上回っていた年には、架空仕入と架空売上双方を取り

消した結果、修正利益がプラスとなった年度もある。）。 

 平成１９年には本工事在庫の増加を本部より指摘されて、新たな架空売上の計上が難

しくなり、加えて平成２１年の物件で大きな赤字が発生し、その資金繰りに行き詰った。

本年５月の監査法人による監査において指摘を受けて、Ａは、長期滞留債権の回収計画

を提出していたが、予定期日になっても入金されず、その後の経理本部による回収計画

のフォローが行われたが、Ａは、逃げ切れないと判断し、８月５日の自供に及んだ。 

 

（２）検証 

当委員会においてもＡを含めた関係者のヒアリングなどから、社内調査結果と異なる

心証は得ていない。 

 

３ 不正取引の手法 

（１）社内調査結果 

   本件においては、単純に架空売上のみを計上するケースもあったが、それだけでは永

続できる取引とはならない。Ａは取引先に対して一見商流取引を斡旋すると見せかけ、

それを複数組み合わせることで取引先に警戒されない循環取引を完成させていた。 

 また、循環取引だけでは何れは破綻することから、実際には実取引を巧みに組み合わ

せ、あるいは実取引の売上を計上せずその回収代金を未回収の売掛金に充当する等、本

件を発覚させにくく永続できる取引に仕立て上げた。 
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① 循環取引の組成 

                       

                   代金11百万円 

 

                       

     回収代金    売上     仕入      支払代金 

        10百万円  15百万円 12百万円    12百万円  

                

 

＜図１、循環取引の例示＞ 

 Ａは仕入先Ｘ社に対し、例えばＹ社から計装機器を仕入れ貴社へ納入すると

いう商流取引を斡旋する。一方で、販売先Ｙ社に対しては、貴社が販売した計

装機器をＸ社に転売するという商流取引を斡旋する。 

 Ｘ社・Ｙ社は循環取引との認識はないが、結果として貴社の仕入代金を起点

として、商流マージンを支払いながら貴社の販売代金を回収するという循環取

引が完成する。 

 

② 架空売上、架空仕入の計上 

 ①の循環取引は、あくまでペーパー上の架空取引である。この実体のない取

引に対して、架空仕入の買掛金及び架空売上の売掛金が計上される。架空仕入

とはいえ、費用を計上するためには、一定の利益額を確保したかのように架空

売上を計上する必要がある。 

 図１の例で、１２百万円の架空仕入に対しては、例えば１５百万円の架空売

上を計上することになり、循環取引で回収できる１０百万円との差額、即ち支

払った商流マージン分２百万円と貴社の架空利益分３百万円の合計５百万円

が、名目上回収が遅れている売掛金として滞留することになる。 

 

③ 実工事費用の付替え、実工事売上の未計上 

 実際の工事案件で費用の見積もりが甘く実損失の発生が見込まれる赤字工

事の場合、売上金額を水増ししたり、別の架空売上を計上し実工事の原価を付

替えたりして、損失の隠蔽を行った。この実損失が、②の商流マージン及び架

販売先Y社 仕入先X社 

貴 社 

転売 
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空利益に加わり、売掛金の滞留額をさらに増加させることとなった。 

 社内監査等により売掛金の増加を指摘されるようになると、実在する工事に

ついて売上を計上せず、その入金を過去の架空売上の入金として処理する場合

もあった。 

 

④ 社内と取引先への説明内容の使い分け 

 貴社の社内システムでは、工事物件ごとに発番する「工事番号」により売上

と仕入を管理しているが、Ａは架空売上・架空仕入を計上しているので、商流

に加わった取引先に対しては社内システムから出力された請求書は使用でき

ない。 

 従って、社内的には、「工事全体が完了するまで請求できない」として、社

内システムから自動作成された請求書を使用せず、商流取引先に対しては別途

作成した手書請求書を使用し、商流取引先から支払を受けた資金で過去の滞留

売掛金の回収に充てていた。Ａは、社内データと商流取引先に説明する内容を

巧妙に使い分けることにより、不正取引の維持・継続を図った。 

 

⑤ 証憑等の偽装 

 平成１７年度以降の監査法人による監査において、また、平成２０年度からは

内部統制評価制度の業務プロセス評価において、滞留売掛金についての証憑を求

められたとき、Ａは自ら偽装した証憑書類を監査法人・内部監査部門等に提出し

た。 

 例えば、売掛金残高確認書に関しては、商流取引先に「次に斡旋する取引を計

上してある」などの説明を行い、差異なしとして押印・返送させていた。また、

注文書・工事完了確認書等、内部統制の管理帳票については、自ら作成し、商流

取引先に「監査で必要だから」と押印させていた。 

 さらに、売掛金の長期滞留を指摘されると、商流取引先名の「検収・支払予定

表」を自ら作成し、「この計画どおりに商流取引で資金を回す」ことを説明し、商

流取引先に押印させていた。 

 

（２）検証  

当委員会においても、関係者に対するヒアリングや過去の営業成績などの証憑等を調

査した結果、不正会計処理取引の概要として以下の４つに分類をすることができた。 

① 架空売上計上 

製品の販売又は役務提供がないにもかかわらず、計上した売上である。これに関
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連して計上された売掛金は先方に請求できないため、架空売掛金となる。 

② 架空仕入による支払 

資金環流を目的として、購買取引を装った支払いである。実際は、物品の受領が

ないが、その事実があったように偽装し、特定の相手先に資金を支払う。 

③ 偽装回収による売掛金の消込み 

上記の架空仕入による支払金が環流され、関与先で一定のマージンが控除され貴

社に入金される。この入金をもとに、滞留売掛金の消込みを行っている。 

④ 売上の未計上 

実体のある製品の販売又は役務提供を行い、取引先へ代金請求し対価を受領して

いるが、会計上の売上は計上していない。Ａはここで回収した資金を過去の架空売

上時に計上された架空売掛金の消込みに利用していた。 

 

４ 札幌支店の状況 

（１）社内調査結果 

社内調査によれば、上述の通り、計装分野は専門性が高く、Ａが優秀であると見られ

ていたこともあり、支店長は、計装分野の管理をＡに任せていた。 

 債権管理についても、半期毎に（平成２０年度からは毎月）回覧される「得意先別売

掛金年齢表」をもとに滞留理由や入金予定を支店長が確認していたが、本人の回答を信

用していた。監査法人による監査等で大きな指摘がなかったと受け止め、長期滞留が存

在していても不審に思うことはなかった。 

 なお、歴代支店長がＡ本人に対して、売上についてプレッシャーをかけた等の事実は

認められず、Ａを計装営業の第一人者として安心して任せていた。 

 Ａは、近時、部下にも大口取引先を担当させることもあったが、全権を渡している訳

ではなかった。Ａの部下は、Ａが不審な行為をしていてもＡの説明を聞けば納得してし

まい、不審な点を支店長や本部に連絡することはなかった。その他、赤字工事の原価の

他工事への付け替え、予実管理表の本部への未提出など、社内ルールから逸脱した行為

があったが、いずれもＡ本人からの指示若しくはＡがその後の対応を引き受けていたた

め、Ａの部下は特段問題のないものと考えていた。 

 

（２）検証  

当委員会においても、歴代の支店長、Ａ配下の課長及び担当者に対してヒアリングを

行った結果及び新日本有限責任監査法人からの報告等をふまえると、札幌支店の計装分

野においては、Ａが実権を握り、他の者の信頼を得ていたため、Ａに対する牽制機能が

ほとんど働かない状況であったという心証を得た。 
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５ 取引先の状況 

（１）社内調査結果 

 ８月中旬から１０月中旬にかけて、架空売上・架空仕入の主要な取引先である８社合

計１４名からヒアリングと資料提供要請を行った。この取引先の中には平成１６年１０

月に貴社の完全子会社となっていた会社（平成１９年６月からＡが代表取締役を兼任）

も含まれていた。取引先に対しては、本件に際し、貴社の販売・検収データを説明した

上で、各社が保存している取引データ（貴社への販売・検収データ）の提供等、本調査

への協力を要請した。ヒアリングの結果、各社とも貴社が示した架空売上・架空仕入と

見られる取引については、皆一様にＡが紹介した「通常の商流取引」という認識であっ

た。すなわち、通常貴社が直接販売できない先に対し取引先が間に入る取引、あるいは

売上高実績を上げるためお互いの貸し借りの中で行った取引であるとの認識であった。 

 また、残高確認書や注文書等に実際とは異なる金額で押印した取引先も複数社あった

が、これはＡから「当社の入金処理が終わっていないだけ」「迷惑を掛けないから」など

と強く依頼されたためであった。これまでも間違いなく入金してもらっていたので、本

人を信用し、取引感触を勘案して押印したもの、との説明があった。 

 

（２）検証 

 当委員会は、取引先に対するヒアリングを含めた社内調査結果及び当委員会が実施し

た関係者に対するヒアリング結果等から、取引先としては、本件不正会計処理に積極的

にかかわったものではなく、Ａを信頼し、貴社との取引を円滑に行う意向であったとの

心証を得た。 

 

 ６ 外注業者の状況 

（１）社内調査結果 

札幌支店が利用している電気工事・設計・システムソフト作成等の外注先６社に対し

てヒアリングをした結果、一部の外注先からＡに金銭が渡っていた事実が判明した。Ａ

はこれを認め、営業経費に支払ったと供述しているが、Ａがこれを個人的に着服した事

実については確認できなかった。 

 

（２）検証 

当委員会においても、社内調査結果以上の事実は認められなかった。 

 

７ 本件処理への組織的な関与の有無について 

（１）社内調査結果 

貴社調査によれば、事件自体はＡ一人による犯行と認められ、その他貴社役職員によ

る関与は認められなかった。 



13 
 

 

（２）検証 

当委員会によって実施した関係者に対するヒアリングやＡの電子メール・電子ファイ

ルの調査などによっても、社内調査結果と異なる事実は確認できなかった。 

 

８ 本件処理の関連当事者以外の第三者に係る被害・損害の有無等について 

（１）社内調査結果 

社内調査によれば、本件処理に関連して、貴社関係者が第三者に対し損害又は損失を

被らせた事実は確認できなかった。一方、取引先が本件処理の全部又は一部をＡと共謀

し貴社に損害を与えたといった事実も認められなかった。 

 

（２）検証 

   当委員会が実施した関係者に対するヒアリングや社内調査委員会が行った取引先に対

するヒアリング等を検討したところ、社内調査と異なる事実は確認できなかった。 

 

９ 適切な会計処理の金額と過年度決算の訂正について 

（１）不正取引による損益への影響額 

① 架空売上、架空仕入及び原価付替えによる影響額 

 売上に関しては、循環を伴う架空売上が５９億６３百万円、架空仕入を伴わない単

純な架空売上が５億５７百万円、又、架空売上の回収に充てることを目的に行われた

実売上の未計上、過少計上が７億４２百万円あった。この結果、架空売上の総額は５

７億７９百万円とした。 

 次に、循環取引による架空仕入が４７億９５百万円あり、このうち、平成２２年７

月末の帳簿上、棚卸資産に残っていたもの８０百万円を控除した４７億１４百万円を

架空の売上原価とした。 

 また、実物件の赤字を隠蔽するために、架空の物件に付け替えられた原価のうち、

平成２２年７月末現在、棚卸資産に計上された状態のものが８０百万円あり、売上原

価に計上した。 

 以上、売上総利益への負の影響額は１１億４５百万円とした。 

 

② 不正取引による損失 

 循環取引の架空仕入による消費税込みの支払が５０億３５百万円、架空売上の売掛

金の回収による入金が４７億９０百万円あり、この差額の２億４５百万円が取引先の

手数料となった。その他、架空売上・架空仕入に付随する消費税の損失が５２百万円

発生している。その結果、手数料と消費税損失を合わせた２億９７百万円を、不正取

引による損失とした。 
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③ その他 

税効果調整により、法人税等調整額への正の影響額が１６百万円あった。 

 

①、②及び③の結果、平成９年度から平成２２年度第１四半期に至る、通算の不正

取引による損益への負の影響額の総額は１４億２５百万円であった。以上の内容をま

とめたものが次の表である。 

 

不正取引による損益への負の影響額     （単位 百万円） 

項   目 
平成9～22年度第

1四半期 

①売上総利益への影響額 

 a 架空売上によるもの -5,779

 b 架空仕入によるもの 4,795

 c 架空在庫によるもの -80

 d 付け替え原価によるもの -80

計 -1,145

②不正取引による損失 

 a 循環取引による支払 -5,035

 b 循環取引による入金 4,790

 c 架空売上・架空仕入に付随する消費税の損

失額 
-52

計 -297

③法人税等調整額 16

合計 -1,425

 

（２）過年度決算訂正について 

調査の結果、平成９年度以降について事実の確定と訂正額の確認ができ、平成１７年

度以降について決算の訂正を行うべきと判断した。決算訂正を行うにあたり、訂正に足

る根拠と訂正数字の確認をして、各決算期において訂正を行うべきと判断した。なお、

平成１６年度以前の影響額は、７億８７百万円であり、平成１７年度期首の過年度損益

修正損に反映した。 

 

（３）会計上の影響額及び過年度決算訂正による主要財務諸表項目ヘの影響額 

不正取引による、平成１７年度以降の年度別の会計上の影響額及び過年度決算訂正に

よる主要財務諸表項目ヘの影響額は次の表のとおりである。 
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会計上の影響額  （単位 百万円） 

項   目 
平成17年

度 

平成18年

度 

平成19年

度 

平成20年

度 

平成21年

度 

平成22 

年度第１ 

四半期 

合 計 

①売上高の修正額 -527 -195 -531 -548 -440 0 -2,243

②売上原価の修正額 391 314 454 470 409 -41 1,999

③特別損失、不正取引による損失額 -100 -20 -86 -112 -89        － -410

④特別損失 過年度損益修正損 -787      －      －      －      －        － -787

⑤法人税等調整額       － 12 -12      －      － 16 16

合計 -1,024 111 -176 -190 -120 -24 -1,425

 

過年度決算訂正による主要財務諸表項目への影響額  （単位 百万円） 

項   目 
平成17年

度 

平成18年

度 

平成19年

度 

平成20年

度 

平成21年

度 

平成22 

年度第１ 

四半期 

合 計 

売上高 -527 -195 -531 -548 -440 0 -2,243

営業利益 -135 118 -77 -77 -30 -41 -244

経常利益 -135 118 -77 -77 -30 -41 -244

当期利益 -1,024 111 -176 -190 -120 -24 -1,425

負債 5 166 80 73 92 176      －

純資産 -1,024 -913 -1,090 -1,280 -1,400 -1,425      －

総資産 -1,019 -746 -1,009 -1,207 -1,308 -1,248      －

売掛金 -997 -588 -560 -968 -1,429 -1,182      －

 

（４）検証 

過去取引の特定は、前述の通り相当なものであり、決算修正のための計数の把握・分

析・活用方法について新日本有限監査法人のアドバイスを受けて調査を行っており、そ

の調査結果に不合理な点は認められなかった。 

 

第５ 本件処理が発生した原因及び長年にわたって発覚しなかった理由 

 １ 社内調査結果 

（１）計装分野の業務管理体制の不備 

ア 部門責任者に対する統制が効かなかった 

 Ａは札幌管轄の計装分野の責任者であったため、本人の担当する取引については、第

三者のチェックが効かない状況であった。業務の効率性を考えれば、プレイングマネー

ジャーの存在について全てが否定されるものではないが、このような場合には支店長な

ど上位者の承認を受ける仕組みにすべきであった。 
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イ 売上と仕入の両業務を担当させていた 

貴社において営業担当者が売上と仕入の両業務を担当することは認められていた。こ

れは業務に精通する営業担当者が取引先のニーズに的確かつ迅速に対応するためであ

り、一面でその有用性は認められる。反面、本事件のような不正取引のリスクが高まる

ことになることから、両業務を兼務させる場合、実効性のある上位者による牽制を受け

る仕組みを設けるべきであった。 

 

ウ 公共ＳＳ営業本部のモニタリングが不十分であった 

 公共ＳＳ営業本部は平成１９年７月から各支店管轄に対して規定額以上の物件に 

ついて「予実管理表」の提出を求め利益管理の指導を行ってきたが、札幌支店につい

ては提出が遅れると共に、その提出率も１０％程度であった。再三提出を指示したが

提出されず、年度を越えるとなし崩し的に未提出で終わった。 

 「予実管理表」には、売上額・仕入額・取引先名、及び品名が伝票単位で記載され

ていることから、計装分野の業務内容を理解している本部がチェックしていれば、異

常な取引を発見できた可能性があった。 

 

（２）本社管理体制の不備 

ア 人事異動を長期間行っていなかった 

Ａが極めて優秀な営業マンとされ、毎期高い実績を上げていたことも手伝って、昭和

５７年から現在に至る２８年間にわたり札幌支店から異動することがなかった。この間、

支店内での配置転換も行われなかったため、計装分野の絶対的な存在となり、また、部

下である課長や担当者も長年Ａの教育を受け、Ａが行うことが正しいものと信じて業務

を行う等、当人に対する牽制が効かない状態になってしまった。 

 

イ 社内規程・通達・業務ルールの浸透が十分でなかった 

 営業事務ルール（含む債権管理）、会計ルール等、業務ルールの周知について、文書化・

規程通達の発信、部門責任者等への説明にとどまっており、担当者まで浸透していなか

った。 

 

ウ 内部監査等が十分に機能していなかった 

a.  社内の他部署との連携が不十分であった。 
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 上述の通り、本件は承認者自身による不正であり、証憑書類も偽装されていたため、

通常の監査手続による発見は困難であったが、計装分野の業務実態を理解している者

と連携していれば、もっと早い段階で発見できた可能性があった。 

b． 指摘事項に対するフォローが不足していた。 

平成１７年頃から、本件に関連する問題点が監査役または内部監査部門から度々指摘

されていたが、指摘事項に対する改善報告の徴求やその後のフォローアップが不足し

ていた。 

 

エ 経理本部によるチェック機能も低下していた 

 平成１９年に債権監視チームを部内で立ち上げ、長期滞留債権について確認を行って

きた。また、各販売部門には、決算期（９月・３月）に『売掛金年齢表』の６ヶ月超債

権について理由を記載させ経理本部に提出させていたが、経理本部単独では取引内容に

立ち入っての実質的な審査能力に限界があり、不正取引に気づくことができなかった。 

 

２ 検証 

（１）社内調査結果の原因分析の評価 

関係者ヒアリング、貴社規程等の調査などを行った結果によると、社内調査委員会に

よる本件の原因分析について合理性が認められる。ただし、本委員会は、以下の点につ

いても指摘をする。 

 

（２）本委員会による追加意見 

ア 内部統制について 

Ｊ－Ｓｏｘへの対応はしていたものの、不正を発見する内部統制のモニタリング機能

が不十分であった。 

また、貴社内の役職員は、不正行為は行われないものだとの意識が今までは強く、リ

スク管理が徹底されていなかった。 

 

 イ コンプライアンス意識の不徹底 

貴社においてコンプライアンス意識についてのアンケート調査を行った結果、貴社内

において企業行動憲章を正しく理解していないこと、赤字受注の原価付け替えについて

の意識が低い者が見受けられたことなどから、社内においてコンプライアンス意識を浸

透させることができていなかったことが遠因であると考える。 
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第６ 再発防止策の提案 

１ はじめに 

   今回の不正会計処理が行われた理由としては、貴社内において内部統制機能が不十分

であったことが挙げられる。そこで、以下の点について改善することを提言する。 

 

 ２ リスク管理意識及びコンプライアンス意識の向上 

本件のような不適切会計処理に対するリスク意識が不十分であったと思われる。そこ

で、リスク管理委員会の活動を活発にすることが必要だと考える。 

同時にコンプライアンス意識の浸透と向上を図るため、コンプライアンスを所管する

ＣＳＲ委員会の活動を活発にし、コンプライアンス意識を高めるため、コンプライアン

スマニュアルの作成、社員に対するコンプライアンス研修の定期的な実施などの施策を

講じる必要がある。 

 

３ 社内ルール等の整備 

貴社において、売掛金の消し込みを営業担当者の指示に基づいて行っていたことや一

定額以上の物件の上位者の承認などのルールが曖昧となっていたことなどから担当者に

よって不正を働きやすい状況にあった。そこで、権限規程の明確化や営業事務ルール（債

権管理を含む）、会計ルール、与信管理、文書の保存期間・保存方法の明確化などについ

ての社内ルールの再整備を検討する必要がある。 

 

４ 社内ルール等の再教育 

   貴社内において社内ルールが存在していたが、それを周知徹底することができていな

かった。そこで、そのルールの周知徹底を図るため、社内ルールをしっかりと守れるよ

う教育をすることが必要である。特に、取引に係るリスクの軽減には、与信管理の充実

が重要である。 

 

５ 内部監査機能の強化 

内部監査室において、計装分野の取引内容を理解できる者がいなかったため、計装分

野に対する監査機能を十分に果たすことができていなかった。そこで、監査を行う場合

に計装部門の者を補助に使うなどして、内部監査機能の強化を図るべきである。 

また、内部監査や監査法人による監査結果は必ず経営者に報告をし、問題があればそ

れについてのフォローを行うことが必要である。 

 

６ 内部通報制度の充実 

貴社内においても監査役室が窓口となっている内部通報制度は存在するが、その周知

は徹底されていない。内部通報制度の周知に努めると共に、外部の相談窓口を作るなど
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の改善をしていくことが望まれる。 

 

７ 計装分野の業務管理体制について 

（１）部門責任者に対する牽制機能の強化 

本件は、部門責任者による受注票・検収書等の伝票起票を自由に行わせていたこと

から容易に不正をすることができてしまう状況にあった。そのため、これを自由に行

うことを原則禁止し、必ず支店長などの上位者の承認を受けるものとして、相互牽制

機能を強化することが必要である。 

 

（２）内部牽制の有効な業務フローへの見直し 

計装分野について、今後支店・営業所内に担当ＳＥが在籍する場合は当該ＳＥが、

また不在の場合は他の担当者が仕入れを担当し、営業と分離をして、売上げと仕入れ

を分離することが必要となる。なお、やむを得ず同一人が兼務する場合には、上位者

の承認を必要とすべきである。 

 

 （３）公共ＳＳ営業本部によるモニタリング機能の充実 

本件は、Ａから予実管理表の提出率が低い状態であったにもかかわらず、これを軽

視し、対応が遅れてしまったことが原因としてあげられる。また、社内調査により、

予実管理表が実在物件の確認に有効であることが判明した。 

そこで、公共ＳＳ本部による予実管理表のモニタリングを通じて実在性を確認する

ことが重要である。 

 

８ 定期ローテーションの実施 

本件が行われたのは、Ａが約２８年もの間札幌支店の計装部門を任されており、自ら

のみが精通する業務に関連して行ったものである。その結果、札幌の計装分野について

の専門性は高まるものの、他方で人員の交替による部内牽制機能や部外との業務内容の

共有化はいずれもうまく働かない状況となってしまった。当該弊害を防止するために、

定期的な人事ローテーションの実施が必要である。 

 

９ 子会社の管理体制の強化 

企業グループ管理規程に子会社等の管理業務について定めているが、非連結子会社に

対して運用されていないなど、企業グループ管理体制が不十分であった。 

そこで、企業グループ管理規程及びグループ管理体制を充実させ、子会社による不正

についても注意をしていくことが必要である。 

以 上 


